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平成２５年９月１９日 
一般社団法人 全国建設業協会 

「適正な公共事業の執行についての取組みの強化」の進捗状況 

 

Ⅰ 取組み強化キャンペーンの実施 

【目的】「全建社会保険加入促進計画」の推進及び「適正な賃金水準の確保」の趣旨

の徹底 

イ.  取組み強化セミナー等の実施 

都道府県協会関係者に対してセミナーを開催 

・平成２５年９月１９日（木）全建協議員会において国土交通省労働資材対策

室長の講演 

・平成２５年１１月５日（火）全国建設労働問題連絡協議会においてセミナー

を予定 

・平成２６年はじめの全国専務理事・事務局長会議において説明会を予定 

ロ.  取組み強化キャラバンの派遣 

全建の役職員が都道府県協会を訪問して要請 

宮城県協会（８月１９日）、茨城県協会（８月２６日）、秋田県協会（８月２

６日）、埼玉県協会（８月２８日）、香川県協会（８月２９日）、神奈川県協会

（９月２日）、山口県協会（９月４日）、山梨県協会（９月６日） 

今後、各都道府県協会への訪問の機会を活用し順次実施予定 

ハ. 取組み相談窓口の設置 

全建労働部に取組み強化キャンペーンに係る相談窓口を７月２６日に設置 

ニ. 取組み強化キャンペーンのホームページの開設 

全建ホームページに開設 

Ⅱ 取組み強化のためのアンケート調査等の実施 

（１） 建設技能労働者の賃金水準の実態調査 

国土交通省から依頼を受けて都道府県建設業協会（被災３県及びその周辺の

７県を除く）に対し調査を実施。第１回目の７月調査は報告済みで、９月調査

から４半期ごとに調査の予定 

（２） 適切な賃金水準の確保等の取組み状況のアンケート調査 

国は、平成２５年度公共工事設計労務単価を引き上げ建設業界に対して適切

な賃金水準の確保や社会保険等への加入の徹底を要請。全建は、この要請に対

してどのような課題があるかを把握し今後の取組みの基礎資料とするために、

８月に各都道府県協会会員企業のそれぞれ３０社を無作為に選定しアンケート

調査を実施 

    調査結果を９月末に公表の予定 
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平成２５年７月２６日 
一般社団法人 全国建設業協会 

適正な公共事業の執行についての取組みの強化について 

 

 

公共工事の適正な執行に関する緊急決議（要旨） 

  ≪平成２５年４月２６日全建決議≫ 

 １ 迅速かつ円滑な公共事業の施工の確保 

 ２ 労働者への適切な水準の賃金の支払い 

 ３ 社会保険等への加入の促進 

 ４ 適切な価格での契約と脱ダンピング受注の推進 

          

 

Ⅰ 取り組み強化キャンペーンの実施          

（１）キャンペーンの目的 

イ 「適正な賃金水準の確保」（大臣要請）趣旨の徹底 

ロ 「全建社会保険加入促進計画」の推進 

 （２）キャンペーンの方法 

   イ 取組み強化セミナーの実施 

 ロ 取組み強化キャラバンの派遣 

 ハ 取組み相談窓口の設置 ※ 

 二 取組み強化キャンペーンのホームページの開設 

 

 

Ⅱ 取組み強化のためのアンケート等の実施 

（１） 建設技能労働者の賃金水準の実態調査             

（２） 賃金水準確保等の取組み状況のアンケート調査 
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